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 佐賀県規則第12号 

   地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館の業務運営並びに財務及び会計に関する規則の一部を改正する規則 
 地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館の業務運営並びに財務及び会計に関する規則（平成22年佐賀県規則第５号）の一部を次のよう

に改正する。 

 次の表に掲げる規定の改正部分は、下線の部分である。 

改正前 改正後 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 略 第１条 略 

  （監査報告の作成） 

 第２条 監事は、法第13条第４項の規定により次に掲げる事項を内

容とする監査報告を作成しなければならない。 

  (1) 監事の監査の方法及びその内容 

 (2) 法人の業務が、法令等に従って適正に実施されているかどう

か及び中期目標の着実な達成に向け効果的かつ効率的に実施さ

れているかどうかについての意見 

 (3) 法人の役員の職務の執行が法令等に適合することを確保す

るための体制その他法人の業務の適正を確保するための体制の

整備及び運用についての意見 

 (4) 法人の役員の職務の遂行に関し、不正の行為又は法令等に違

反する重大な事実があったときは、その事実 

 (5) 監査のため必要な調査ができなかったときは、その旨及びそ

の理由 

 (6) 監査報告を作成した日 

  （監事の調査の対象となる書類） 

 第３条 法第13条第６項第２号の規則で定める書類は、この規則の

規定に基づき知事に提出する書類とする。 

（業務方法書に記載すべき事項） （業務方法書に記載すべき事項） 

第２条 略 第４条 略 
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改正前 改正後 

（中期計画の認可の申請） （中期計画の認可の申請） 

第３条 法人は、法第26条第１項前段の規定により同項の中期計画

（以下単に「中期計画」という｡）の認可を受けようとするときは、

中期計画を記載した申請書を、当該中期計画の最初の事業年度開

始の日の90日前までに（法人の成立後最初の事業年度の属する中

期計画にあっては、法人の成立後遅滞なく）、知事に提出しなけ

ればならない。 

第５条 法人は、法第26条第１項前段の規定により同項の中期計画

（以下単に「中期計画」という｡）の認可を受けようとするときは、

中期計画を記載した申請書を、当該中期計画の最初の事業年度開

始の日の90日前までに、知事に提出しなければならない。 

２ 略 ２ 略 

第４条・第５条 略 第６条・第７条 略 

（各事業年度に係る業務実績に関する報告書の提出） （業務実績に関する報告書の提出） 

第６条 法人は、法第28条第１項の規定により各事業年度における

業務の実績について地方独立行政法人佐賀県医療センター好生館

評価委員会（以下「評価委員会」という｡）の評価を受けようとす

るときは、年度計画に定めた項目ごとにその実績を明らかにした

報告書を当該事業年度の終了後３月以内に評価委員会に提出しな

ければならない。 

第８条 法人は、法第28条第１項の規定により次の各号に掲げる業

務の実績について知事の評価を受けようとするときは、それぞれ

当該各号に定める項目ごとにその実績及び当該実績について自ら

評価を行った結果を明らかにした報告書を知事に提出しなければ

ならない。 

 (1) 事業年度における業務の実績 当該事業年度に係る年度計

画に定めた項目 

 (2) 中期目標の期間の終了時に見込まれる中期目標の期間にお

ける業務の実績 中期計画に定めた項目 

 (3) 中期目標の期間における業務の実績 中期計画に定めた項

目 

（中期目標期間終了後の事業報告書の記載事項）  

第７条 法第29条第１項の事業報告書には、中期目標に定めた項目

ごとにその実績を明らかにしなければならない。 

 

（中期目標期間に係る業務実績に関する報告書の提出）  

第８条 法人は、法第30条第１項の規定により各中期目標の期間に

おける業務の実績について評価委員会の評価を受けようとすると
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改正前 改正後 

きは、当該中期目標に定めた項目ごとにその実績を明らかにした

報告書を当該中期目標の期間の終了後３月以内に評価委員会に提

出しなければならない。 

（財務諸表） （財務諸表） 

第９条 略 第９条 略 

  （事業報告書の作成） 

 第10条 法人は、法第34条第２項の規定により、次に掲げる事項を

内容とする事業報告書を作成しなければならない。 

 (1) 法人に関する基礎的な情報 

  ア 業務内容、沿革その他の法人の概要 

  イ 事務所の所在地 

  ウ 資本金の額 

  エ 役員の氏名 

  オ 常勤職員の数（前事業年度末からの増減を含む｡） 

 (2) 財務諸表の要約 

 (3) 財務情報 

  ア 財務諸表に記載された事項の概要 

  イ 重要な施設等の整備等の状況 

  ウ 予算及び決算の概要 

  エ 経費の削減及び効率化に関する目標及びその達成状況 

 (4) 事業に関する説明 

  ア 財源の内訳 

  イ 財務情報及び業務の実績に基づく説明 

 （財務諸表等の閲覧期間）  （財務諸表等の閲覧期間） 

第10条 法第34条第４項の規則で定める期間は、５年とする。 第11条 法第34条第３項の規則で定める期間は、５年とする。 

  （会計監査報告の作成） 

 第12条 会計監査人は、法第35条第１項の規定により、次に掲げる
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改正前 改正後 

事項を内容とする会計監査報告を作成しなければならない。 

(1) 会計監査人の監査の方法及びその内容 

(2) 財務諸表（利益の処分又は損失の処理に関する書類を除く。

以下この号及び次項において同じ｡）が法人の財政状態、運営状

況、キャッシュ・フローの状況等を全ての重要な点において適

正に表示しているかどうかについての意見があるときは、次の

アからウまでに掲げる意見の区分に応じ、当該アからウまでに

定める事項 

ア 無限定適正意見 監査の対象となった財務諸表が地方独立

行政法人会計基準その他の一般に公正妥当と認められる会計

の慣行に準拠して、法人の財政状態、運営状況、キャッシュ・

フローの状況等を全ての重要な点において適正に表示してい

ると認められる旨 

イ 除外事項を付した限定付適正意見 監査の対象となった財

務諸表が除外事項を除き地方独立行政法人会計基準その他の

一般に公正妥当と認められる会計の慣行に準拠して、法人の

財政状態、運営状況、キャッシュ・フローの状況等を全ての

重要な点において適正に表示していると認められる旨及び除

外事項 

ウ 不適正意見 監査の対象となった財務諸表が不適正である

旨及びその理由 

(3) 前号の意見がないときは、その旨及びその理由 

(4) 追記情報 

(5) 前各号に掲げるもののほか、利益の処分又は損失の処理に関

する書類、事業報告書（会計に関する部分に限る｡）及び決算報

告書に関して必要な報告 

(6) 会計監査報告を作成した日 

 ２ 前項第４号に規定する「追記情報」とは、次に掲げる事項その
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改正前 改正後 

他の事項のうち、会計監査人の判断に関して説明を付す必要があ

る事項又は財務諸表の内容のうち強調する必要がある事項とす

る。 

(1) 正当な理由による会計方針の変更 

(2) 重要な偶発事象 

(3) 重要な後発事象 

 （積立金の処分に係る承認の手続）  （積立金の処分に係る承認の手続） 

第11条 略 第13条 略 

 （納付金の納付の手続）  （納付金の納付の手続） 

第12条 法人は、法第40条第６項の規定により残余の額を納付しよ

うとするときは、納付金の計算書に、中期目標の期間の最後の事

業年度の事業年度末の貸借対照表、当該事業年度の損益計算書そ

の他の当該納付金の計算の基礎を明らかにした書類を添付して、

当該事業年度の次の事業年度の６月30日までに、これを知事に提

出しなければならない。ただし、前条第１項の申請書を提出した

ときは、これに添付した同条第２項に規定する書類を重ねて提出

することを要しない。 

第14条 法人は、法第40条第５項の規定により残余の額を納付しよ

うとするときは、納付金の計算書に、中期目標の期間の最後の事

業年度の事業年度末の貸借対照表、当該事業年度の損益計算書そ

の他の当該納付金の計算の基礎を明らかにした書類を添付して、

当該事業年度の次の事業年度の６月30日までに、これを知事に提

出しなければならない。ただし、前条第１項の申請書を提出した

ときは、これに添付した同条第２項に規定する書類を重ねて提出

することを要しない。 

 （納付金の納付期限）  （納付金の納付期限） 

第13条 法第40条第６項の規定により納付する納付金は、中期目標

の期間の最後の事業年度の次の事業年度の７月15日までに納付し

なければならない。 

第15条 法第40条第５項の規定により納付する納付金は、中期目標

の期間の最後の事業年度の次の事業年度の７月15日までに納付し

なければならない。 

第14条～第16条 略 第16条～第18条 略 

   附 則 

 この規則は、平成30年４月１日から施行する。 


